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写しの通り、日本薬剤師会から通知がありましたので、貴会会員へのご周知をよろ

しくお願いいたします。 

 

○写  

日薬業発第104号 

令和3年6月25日 

都道府県薬剤師会担当役員殿 

                           日本薬剤師会 

副会長  森 昌平 

 

アセトアミノフェンを含有する解熱鎮痛薬に係る対応について 

（処方箋医薬品以外の医療用医薬品を販売する場合のルールの再周知） 

 

平素より、本会会務に格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

新型コロナワクチン接種後の発熱・痛みへの対応について、市販の解熱鎮痛薬とし

て、アセトアミノフェンだけでなく非ステロイド性抗炎症薬（イブプロフェンやロキ

ソプロフェン）なども利用できることが示されたことは、令和3年6月22日付け日薬

業発第96号にてお知らせしたところです。 

しかし、市販の解熱鎮痛剤が需給逼迫のため販売困難な状況となった場合には、処

方箋医薬品以外の医療用医薬品により対応することも、選択肢の一つとして考えられ

るところです。 

処方箋医薬品以外の医療用医薬品の販売につきましては、すでに「薬局医薬品の取

扱いについて」（平成26年3月18日付け薬食発0318第4号 厚生労働省医薬食品局長通

知）において具体的な対応が示されておりますので、別添のとおり、改めてお知らせ

いたします。貴会におかれましては、薬局における対応が適切に行われるようご高配

の程お願い申し上げます。 

なお、販売価格については、医薬品の用量等を考慮しながら、薬局において個別に

判断していただくものであることを申し添えます。 

 

＜別添＞ 

１．薬局医薬品の取扱いについて  ⇒ 抜粋（表に改編） 

（平成26年3月18日付け薬食発0318第4号 厚生労働省医薬食品局長通知） 

２．法令該当箇所抜粋   ⇒ 省略 

 



● 薬局医薬品の取扱いについて （薬食発第0318第4号より抜粋）  

１．処方箋に基づく販売 

 原則 処方箋医薬品：医師等からの処方箋の交付を受けた者以外の者に対して、正当な理由なく、販売を行ってはならない（新法第49条第1項）。 

処方箋医薬品以外の医療用医薬品：“正当な理由”に掲げる場合を除き、処方箋に基づく薬剤の交付を原則とする。 

区分 正当な理由   ＊以下の場合、医師等の処方箋なしに販売可能 

処方箋医薬品

以外の医療用

医薬品 

① 大規模災害時等において、医師等の受診が困難な場合、又は医師等からの処方箋の交付が困難な場合に、患者（現に患者の看護に当たっている者を

含む。）に対し、必要な処方箋医薬品を販売する場合 

② 地方自治体の実施する医薬品の備蓄のために、地方自治体に対し販売する場合 

③ 市町村が実施する予防接種のために、市町村に対し販売する場合 

④ 助産師が行う臨時応急の手当等のために、助産所の開設者に対し販売する場合 

⑤ 救急救命士が行う救急救命処置のために、救命救急士が配置されている消防署等の設置者に対し販売する場合 

⑥ 船舶に医薬品を備え付けるために、船長の発給する証明書をもって、船舶所有者に販売する場合 

⑦ 医学、歯学、薬学、看護学等の教育・研究のために、教育・研究機関に対し販売する場合 

⑧ 在外公館の職員等の治療のために、在外公館の医師等の診断に基づき、当該職員等（現に職員等の看護に当たっている者を含む。）に対し販売する場

合 

⑨ 臓器の移植に関する法律（平成９年法律第104号）第12条第１項に規定する業として行う臓器のあっせんのために、同項の許可を受けた者に対し販売す

る場合 

⑩ 新法その他の法令に基づく試験検査のために、試験検査機関に対し販売する場合 

⑪ 医薬品、医薬部外品、化粧品又は医療機器の原材料とするために、これらの製造業者に対し販売する場合 

⑫ 動物に使用するために、獣医療を受ける動物の飼育者に対し、獣医師が交付した指示書に基づき販売する場合 

⑬ その他①から⑫に準じる場合 

 

上記以外の場合であって、一般用医薬品の販売による対応を考慮したにもかかわらず、やむを得ず販売を行わざるを得ない場合などにおいては、必要な

受診勧奨を行った上で、留意事項を遵守し販売する。 

また、他処方薬との相互作用・重複投薬を防止するため、患者の薬歴管理を実施するよう努めなければならない。 

 



 

２．使用者本人への販売 

原則 薬局医薬品を使用しようとする者以外の者に対して、正当な理由なく、販売を行ってはならない（新法第36条の3第2項）。 

          ＊薬局製造販売医薬品については、使用者本人以外への販売が可能（改正後の薬事法施行令 第74条の2第2項）。 

 

留意事項 

1. 販売数量の限定 

他の薬局開設者からの当該医薬品の購入又は譲受けの状況を確認した上で、販売を行わざるを得ない必要最小限の数量に限って販売すること。 

2. 販売記録の作成 

品名、数量、販売の日時等を書面に記載し、2年間保存すること（新施行規則第14条第2項）。 

また、当該薬局医薬品を購入し、又は譲り受けた者の連絡先を書面に記載し、これを保存するよう努めなければならない（同条第5項）。 

3. 調剤室での保管・分割 

通常、処方箋に基づく調剤に用いられるものとして、調剤室又は備蓄倉庫において保管すること。また、薬剤師自らにより、調剤室において必要最小限の数量を分割した

上で、販売すること。 

4. その他 

(1) 広告の禁止 

(2) 服薬指導の実施 

(3) 添付文書の添付等 

 


